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東京海上・宇宙関連株式ファンド（為替ヘッジなし） 

 
東京都千代田区丸の内１－８－２ 鉃鋼ビルディング 

お問い合わせ窓口 

東京海上アセットマネジメント サービスデスク 0120-712-016 

受付時間：営業日の９時～17時 

https://www.tokiomarineam.co.jp/ 

 

 

 

 
 

東京海上・宇宙関連株式ファンド 

（為替ヘッジなし） 

 

第14期 運用報告書（全体版） 
 

（決算日 2025年７月７日） 

 

受益者のみなさまへ 

毎々、格別のご愛顧にあずかり厚くお

礼申し上げます。 

さて、「東京海上・宇宙関連株式ファン

ド（為替ヘッジなし）」は、このたび、

第14期の決算を行いましたので、期中

の運用状況をご報告申し上げます。 

今後とも一層のお引き立てを賜ります

よう、お願い申し上げます。 

 

 

当ファンドの仕組みは次の通りです。 

商品分類 
追加型投信／内外／株式 

（課税上は株式投資信託として取扱われ
ます。） 

信託期間 2018年９月12日から2044年７月７日 

運用方針 
信託財産の成長をめざして運用を行い
ます。 

主要投資 
対 象 

東 京 海 上 ・ 
宇 宙 関 連 株 式 
フ ァ ン ド 
（為替ヘッジなし） 

「東京海上・宇宙関連株式
マザーファンド」を主要投
資対象とします。 

東 京 海 上 ・ 
宇宙関連株式 
マザーファンド 

日本を含む世界の宇宙関
連企業の株式（これに準ず
るものを含みます。）を主
要投資対象とします。 

投資制限 

東 京 海 上 ・ 
宇 宙 関 連 株 式 
フ ァ ン ド 
（為替ヘッジなし） 

・株式への実質投資割合
には制限を設けません。 

・外貨建資産への実質投
資割合には制限を設け
ません。 

東 京 海 上 ・ 
宇宙関連株式 
マザーファンド 

・株式への投資割合には、
制限を設けません。 

・外貨建資産への投資割
合には、制限を設けま
せん。 

分配方針 

毎決算時に、原則として経費控除後の、
繰越分を含めた配当等収益および売買益

（評価益を含みます。）等から、基準価額
の水準、市況動向等を勘案して分配を行
う方針です。ただし、分配対象額が少額
の場合等には、収益分配を行わないこと
があります。 
収益の分配に充当せず、信託財産内に留
保した利益については、運用の基本方針
に基づいて運用を行います。  
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東京海上・宇宙関連株式ファンド（為替ヘッジなし） 

 
原則、各表の数量、金額の単位未満は切り捨て、比率は四捨五入で表記していますので、表中の個々の数字の合計が合計欄の値と一致し

ない場合があります。ただし、単位未満の数値については小数を表記する場合があります。 

また、－印は組み入れまたは売買がないことなどを示しています。  

 

○最近５期の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額 参 考 指 数 

株   式 
組 入 比 率 

投 資 信 託 
証   券 
組 入 比 率 

純 資 産 
総 額 (分配落) 

税 込 み 
分 配 金 

期 中 
騰 落 率 

 
期 中 
騰 落 率 

 円 円 ％  ％ ％ ％ 百万円 

10期(2023年７月７日) 14,599 100 22.1 219,112.32 20.0 98.6 － 16,836 

11期(2024年１月９日) 15,590 100 7.5 236,589.66 8.0 95.9 2.0 15,729 

12期(2024年７月８日) 19,715 100 27.1 302,732.00 28.0 95.7 1.5 19,949 

13期(2025年１月７日) 23,102 100 17.7 313,296.49 3.5 95.9 － 58,204 

14期(2025年７月７日) 26,637 100 15.7 313,894.77 0.2 96.0 － 168,977 
 

（注） 基準価額の騰落率は分配金込みです。 

（注） 当ファンドは親投資信託を組み入れますので、「株式組入比率」は実質比率を記載しています。 

（注） 当ファンドは親投資信託を組み入れますので、「投資信託証券組入比率」は実質比率を記載しています。 

 

○当期中の基準価額と市況等の推移 

年 月 日 
基 準 価 額 参 考 指 数 株   式 

組 入 比 率  騰 落 率  騰 落 率 

(期  首) 円 ％  ％ ％ 

2025年１月７日 23,102 － 313,296.49 － 95.9 

１月末 23,385 1.2 313,051.85 △ 0.1 92.6 

２月末 21,824 △ 5.5 298,407.26 △ 4.8 96.5 

３月末 21,743 △ 5.9 289,341.53 △ 7.6 96.5 

４月末 21,709 △ 6.0 276,916.99 △11.6 96.9 

５月末 23,915 3.5 296,754.61 △ 5.3 96.8 

６月末 26,795 16.0 310,898.09 △ 0.8 95.5 

(期  末)      

2025年７月７日 26,737 15.7 313,894.77 0.2 96.0 
 

（注） 期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比です。 

（注） 当ファンドは親投資信託を組み入れますので、「株式組入比率」は実質比率を記載しています。 

 

参考指数は、MSCI AC ワールド指数（配当込み、円換算ベース）です。参考指数は、基準価額への反映を考慮して、基準日前日のMSCI AC 
ワールド指数（米ドルベース）の値を基準日の対顧客電信売買相場の仲値（TTM）で委託会社が円換算したものです。 
MSCI AC ワールド指数に関する著作権、知的財産権その他一切の権利はMSCI社に帰属します。また、MSCI社は同指数の内容を変更する権利
および公表を停止する権利を有しています。MSCI社の許諾なしにインデックスの一部または全部を複製、頒布、使用等することは禁じられ
ています。MSCI社は当ファンドとは関係なく、当ファンドから生じるいかなる責任も負いません。 
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東京海上・宇宙関連株式ファンド（為替ヘッジなし） 

○運用経過 (2025年１月８日～2025年７月７日) 

■期中の基準価額等の推移 
 

  

  
（注） 分配金再投資基準価額は、分配金（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォー

マンスを示すものです。 

（注） 分配金を再投資するかどうかについてはお客様がご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額により課税条件も異な

ります。したがって、お客様の損益の状況を示すものではありません。 

（注） 分配金再投資基準価額および参考指数は、期首（2025年１月７日）の値が基準価額と同一となるように指数化しています。 

（注） 参考指数は、MSCI AC ワールド指数（配当込み、円換算ベース）です。 

 

◇基準価額の主な変動要因 
プラス要因 

・米国のトランプ新政権による減税や規制緩和への期待 

・堅調な業績見通しを背景に資本財およびテクノロジー関連銘柄を中心に株式市場が上昇基調で推移したこと 

 

マイナス要因 

・米国の関税政策をめぐる不透明感から、株式市場が下落する局面があったこと 

・円高が進行したこと 
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東京海上・宇宙関連株式ファンド（為替ヘッジなし） 

■投資環境 
【世界株式市場】 

当期、世界の株式市場は上昇しました。期初、米国のトランプ新政権による減税や規制緩和への期待から株式市場は上昇

しましたが、その後、関税政策や中国からの半導体輸入規制への懸念が強まり、下落基調となりました。2025年４月にはト

ランプ米政権による関税政策の発表を受け、貿易摩擦激化への懸念から株式市場は大幅に下落しましたが、５月以降は関税

政策が想定よりも穏やかな内容になったことや各国との交渉の進展、またFRB（米連邦準備制度理事会）の利下げ期待など

から、堅調な業績見通しを発表した資本財およびテクノロジー関連銘柄を中心に、株式市場は再び堅調に推移しました。 

 

【為替市場】 

当期の米ドル円為替レートは、円高米ドル安となりました。期前半、トランプ米政権の関税政策をめぐる不確実性の増大

を背景に米国の景気後退懸念が高まり、米国長期金利が低下したことなどを受けて、円高米ドル安基調で推移しました。そ

の後も、トランプ米政権の相互関税政策を受け、米国市場で株式・債券・為替がトリプル安となったことや米国債の長期信

用格付けの引き下げなどを受けて、円高米ドル安基調となりました。期末にかけてはボックス圏で推移し、期を通しては円

高米ドル安となりました。 

 

■ポートフォリオについて 
＜東京海上・宇宙関連株式ファンド（為替ヘッジなし）＞ 

「東京海上・宇宙関連株式マザーファンド」を主要投資対象とし、高位の組入比率を維持しました。 

当ファンドの基準価額（税引前分配金再投資）は、マザーファンドの値動きを反映し、15.7％上昇しました。 

 

＜東京海上・宇宙関連株式マザーファンド＞ 

宇宙関連ビジネスにおいて高い技術力や競争力を有し、政府や民間による長期的な宇宙投資計画を踏まえて成長が見込

まれる銘柄を組み入れました。セクター別では、情報技術と資本財・サービス、地域別では米国の銘柄を中心に組み入れま

した。運用プロセスにおいては、中長期の投資リターンを実現すべく、投資候補銘柄の成長性、クオリティ、バリュエーショ

ン（投資価値を測るための指標）などの観点で厳格な基準を設け、リサーチ重視のボトムアップ・プロセスを効果的に活用

したポートフォリオ構築を行いました。 

以上の運用の結果、基準価額は16.7％上昇しました。 

 

パフォーマンスの寄与度上位銘柄、下位銘柄は以下の通りです。 

●寄与度上位銘柄：AST SPACEMOBILE INC（スマートフォン向けブロードバンド・ネットワークを提供） 

2025年１月に同社を新規に購入しました。米国およびカナダにおける主要な周波数帯（スペクトラム）に関するファイナ

ンス取引の発表や、防衛・宇宙関連分野へのポジティブな見方などを背景に株価が上昇し、寄与度上位銘柄となりました。 

 

●寄与度下位銘柄：ONTO INNOVATION INC（半導体業界向けプロセス制御ソリューションを提供） 

2024年10-12月期決算発表は市場予想を上回る内容だったものの、通期の見通しが保守的な内容であり、特に半導体のパッ

ケージング分野の需要減速への懸念が強まり、株価が下落しました。マクロ経済や関税の影響による不透明感が高まった

ことから期中に全て売却しました。 

 

【グループ別構成（2025年７月７日現在）】 

 
※グループ分類は、ヴォヤ・インベストメント・マネジメン

ト・カンパニー・エルエルシーによる分類です。 

※比率は純資産総額に占める割合です。 
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東京海上・宇宙関連株式ファンド（為替ヘッジなし） 

■当ファンドのベンチマークとの差異 
当ファンドは運用の目標となるベンチマークを

設けていません。 

グラフは、当ファンドの基準価額と参考指数の騰

落率の対比です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■分配金 
当ファンドの収益分配方針に基づき、基準価額の水準や市況動向などを勘案して、次表の通りとしました。なお、収益分

配に充てなかった収益については信託財産内に留保し、当ファンドの運用方針に基づいて運用を行います。 

 

◇分配原資の内訳 

 （単位：円、１万口当たり、税込み） 

項 目 
第14期 

2025年１月８日～ 
2025年７月７日 

当期分配金 100  

(対基準価額比率) 0.374％ 

 当期の収益 5  

 当期の収益以外 95  

翌期繰越分配対象額 16,637  
 

（注） 対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分配金込み）に対する比率であり、ファンドの収益率とは異なります。 

（注） 当期の収益、当期の収益以外は小数点以下切捨てで算出しているため合計が当期分配金と一致しない場合があります。 

 

 

  

  
（注） 基準価額の騰落率は分配金込みです。 

（注） 参考指数は、MSCI AC ワールド指数（配当込み、円換算ベース）です。 
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東京海上・宇宙関連株式ファンド（為替ヘッジなし） 

○今後の運用方針  

＜東京海上・宇宙関連株式ファンド（為替ヘッジなし）＞ 

「東京海上・宇宙関連株式マザーファンド」を主要投資対象とし、高位の組入比率を維持します。 

 

＜東京海上・宇宙関連株式マザーファンド＞ 

トランプ米政権の関税政策や今後の景気動向については不透明な状況が続いており、株式市場においてもボラティリティ

（変動性）が再び高まる可能性も残っていると想定しますが、このような環境下でも、世界で宇宙関連ビジネスを展開する

企業のなかから引き続き魅力的な成長機会を有する銘柄を発掘できると考えています。 

宇宙関連ビジネスに対する世界の需要は力強く、勢いを増しています。宇宙関連ビジネスは、政府主導の産業から商業

化へのシフトによって、急速に成長していく転換期にあります。打ち上げ費用の低下、衛星の小型化、国家の安全や防衛

の必要性の増大、規制状況の変化が新規参入企業だけでなく伝統的な宇宙・防衛企業に対しても新たな収益機会を提供し

ています。 

引き続き、リサーチ重視のボトムアップ・プロセスを通じて、高い技術力や競争力などを持つ宇宙関連企業に投資し、中

長期的なリターンの獲得を目指す方針です。 
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東京海上・宇宙関連株式ファンド（為替ヘッジなし） 

○１万口当たりの費用明細 (2025年１月８日～2025年７月７日) 

項 目 
当 期 

項 目 の 概 要 
金 額 比 率 

  円 ％  

（a） 信 託 報 酬 212  0.914  (a)信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 

 （ 投 信 会 社 ） (108)  (0.464)  ＊委託した資金の運用、基準価額の計算、目論見書作成等の対価 

 （ 販 売 会 社 ） (101)  (0.436)  ＊購入後の情報提供、運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファンドの 
 管理および事務手続き等の対価 

 （ 受 託 会 社 ） (  3)  (0.014)  ＊運用財産の保管・管理、委託会社からの指図の実行の対価 

（b） 売 買 委 託 手 数 料 6   0.027   (b)売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数 
＊売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料 

 （ 株  式 ） (  6)  (0.027)   

（c） 有 価 証 券 取 引 税 8   0.034   (c)有価証券取引税＝期中の有価証券取引税÷期中の平均受益権口数 
＊有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金 

 （ 株  式 ） (  8)  (0.034)   

（d） そ の 他 費 用 1   0.006   (d)その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数 

 （ 保 管 費 用 ） (  1)  (0.006)  ＊保管費用は、海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管及び資金 
 の送金・資産の移転等に要する費用 

 （ 監 査 費 用 ） (  0)  (0.000)  ＊監査費用は、監査法人に支払うファンドの監査に係る費用 

 合 計 227   0.981    

期中の平均基準価額は、23,228円です。  

 
（注） 期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結

果です。 

（注） 消費税は報告日の税率を採用しています。 

（注） 各金額は項目ごとに円未満を四捨五入しています。 

（注） 売買委託手数料、有価証券取引税およびその他費用は、当ファンドが組み入れている親投資信託が支払った金額のうち、当ファンドに

対応するものを含みます。 

（注） 各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。 
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東京海上・宇宙関連株式ファンド（為替ヘッジなし） 

（参考情報） 

◯総経費率 

当期中の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、募集手数料、売買委託手数料および有

価証券取引税を除く。）を期中の平均受益権口数に期中の平均基準価額（１口当たり）を乗じた数

で除した総経費率（年率）は1.86％です。 
 

  
（注） 当ファンドの費用は１万口当たりの費用明細において用いた簡便法により算出したものです。 

（注） 各費用は、原則として、募集手数料、売買委託手数料および有価証券取引税を含みません。 

（注） 各比率は、年率換算した値です。 

（注） 当ファンドの費用は、親投資信託が支払った費用を含みます。 

（注） 上記の前提条件で算出したものです。このため、これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生した費用の比率とは異なります。 
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東京海上・宇宙関連株式ファンド（為替ヘッジなし） 

○売買及び取引の状況 (2025年１月８日～2025年７月７日) 

 

銘 柄 
設 定 解 約 

口 数 金 額 口 数 金 額 
 千口 千円 千口 千円 
東京海上・宇宙関連株式マザーファンド 33,662,365 95,142,042 2,742,430 7,956,872 

 
 
 

○株式売買比率 (2025年１月８日～2025年７月７日) 

 

項 目 
当 期 

東京海上・宇宙関連株式マザーファンド 

(a) 期中の株式売買金額 106,087,104千円 
(b) 期中の平均組入株式時価総額 125,011,691千円 

(c) 売買高比率（a）／（b） 0.84   
 
（注） (b)は、各月末現在の組入株式時価総額の平均です。 

（注） (c)は、小数点以下２位未満を切り捨てています。 

 

○利害関係人との取引状況等 (2025年１月８日～2025年７月７日) 

 

 該当事項はございません。 

 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定される利害関係人です。 

 

○組入資産の明細 (2025年７月７日現在) 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

口 数 口 数 評 価 額 

 千口 千口 千円 

東京海上・宇宙関連株式マザーファンド 20,772,502 51,692,437 168,977,408 
 
 
 
 

親投資信託における組入資産の明細につきましては、後述の親投資信託の「運用報告書」をご参照ください。 
 
  

親投資信託受益証券の設定、解約状況 

親投資信託残高 
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東京海上・宇宙関連株式ファンド（為替ヘッジなし） 

○投資信託財産の構成 (2025年７月７日現在) 

項 目 
当 期 末 

評 価 額 比 率 
 千円 ％ 
東京海上・宇宙関連株式マザーファンド 168,977,408 98.9 

コール・ローン等、その他 1,923,258 1.1 
投資信託財産総額 170,900,666 100.0 

 
（注） 東京海上・宇宙関連株式マザーファンドにおいて、当期末における外貨建純資産（161,861,300千円）の投資信託財産総額（181,260,341

千円）に対する比率は89.3％です。 
（注） 外貨建資産は、期末の時価をわが国の対顧客電信売買相場の仲値で邦貨換算したものです。なお、当期末における邦貨換算レートは１

米ドル＝144.41円、１カナダドル＝106.11円、１ユーロ＝170.11円、１英ポンド＝197.06円、１イスラエルシェケル＝43.1737円です。

 

○資産、負債、元本及び基準価額の状況 （2025年７月７日現在) 

項 目 当 期 末 

  円 

(A) 資産 170,900,666,619   

 東京海上・宇宙関連株式マザーファンド(評価額) 168,977,408,564   

 未収入金 1,923,258,055   

(B) 負債 1,923,258,055   

 未払収益分配金 634,368,966   

 未払解約金 215,027,417   

 未払信託報酬 1,073,372,248   

 その他未払費用 489,424   

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 168,977,408,564   

 元本 63,436,896,637   

 次期繰越損益金 105,540,511,927   

(D) 受益権総口数 63,436,896,637口 

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 26,637円 
 

（注） 当ファンドの期首元本額は25,194,160,745円、期中追加設定元
本 額 は 40,951,188,044 円 、 期 中 一 部 解 約 元 本 額 は
2,708,452,152円です。 

（注） 上記表中の次期繰越損益金が△表示の場合は、当該金額が投資
信託財産の計算に関する規則第55条の６第10号に規定する額

（元本の欠損）となります。 
（注） 上記表中の１万口当たり基準価額が、投資信託財産の計算に関

する規則第55条の６第11号に規定する計算口数当たりの純資
産の額となります。 

 

○損益の状況 (2025年１月８日～2025年７月７日) 

項 目 当 期 

  円 

(A) 有価証券売買損益 23,578,246,638   

 売買益 24,280,163,430   

 売買損 △    701,916,792   

(B) 信託報酬等 △  1,073,861,672   

(C) 当期損益金(Ａ＋Ｂ) 22,504,384,966   

(D) 前期繰越損益金 11,248,377,750   

(E) 追加信託差損益金 72,422,118,177   

 (配当等相当額) (   60,515,648,125)  

 (売買損益相当額) (   11,906,470,052)  

(F) 計(Ｃ＋Ｄ＋Ｅ) 106,174,880,893   

(G) 収益分配金 △    634,368,966   

 次期繰越損益金(Ｆ＋Ｇ) 105,540,511,927   

 追加信託差損益金 71,819,467,659   

 (配当等相当額) (   60,552,592,867)  

 (売買損益相当額) (   11,266,874,792)  

 分配準備積立金 33,721,044,268   
 

（注） (A)有価証券売買損益は、期末の評価換えによるものを含みます。
（注） (B)信託報酬等は、消費税等相当額を含めて表示しています。 
（注） (E)追加信託差損益金は、信託の追加設定の際、追加設定をした

価額から元本を差し引いた差額分です。 
（注） 信託財産の運用指図に係る権限の全部または一部を委託する

ために要した費用として、このファンドが組み入れている親投
資信託の純資産総額に対して年１万分の55の率を乗じて得た
額を委託者報酬の中から支弁しています。 

（注）分配金の計算過程は以下の通りです。 

項 目 当 期 

a. 配当等収益(費用控除後) 462,186,482円 

b. 有価証券等損益額(費用控除後) 22,042,198,484円 

c. 信託約款に規定する収益調整金 72,422,118,177円 

d. 信託約款に規定する分配準備積立金 11,248,377,750円 

e. 分配対象収益(a＋b＋c＋d) 106,174,880,893円 

f. 分配対象収益(１万口当たり) 16,737円 

g. 分配金 634,368,966円 

h. 分配金(１万口当たり) 100円 
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東京海上・宇宙関連株式ファンド（為替ヘッジなし） 

○分配金のお知らせ  

１万口当たり分配金（税込み） 100円 
 

（注） 分配落ち後の基準価額が個別元本と同額または上回る場合は、分配金は全額普通分配金となります。 

（注） 分配前の基準価額が個別元本を上回り、分配後の基準価額が個別元本を下回る場合は、分配金は個別元本を上回る部分が普通分配金、

下回る部分が元本払戻金（特別分配金）となります。 

（注） 分配前の基準価額が個別元本と同額または下回る場合は、分配金は全額元本払戻金（特別分配金）となります。 

（注） 元本払戻金（特別分配金）が発生した場合は、分配金発生時に個々の受益者の個別元本から当該元本払戻金（特別分配金）を控除した

額が、その後の個々の受益者の個別元本となります。 
 

 

○お知らせ  

・2023年11月に成立した「投資信託及び投資法人に関する法律」の一部改正の施行により、従来運用報告書の

書面交付義務としていた規定が、電磁的方法を含む情報提供義務と改められることに伴い、2025年４月１日

付で所要の約款変更を行いました。 

 

 上記の通り、2023年11月に「投資信託及び投資法人に関する法律」の一部改正が行われ、交付運用報告書に

ついては書面交付を原則としていた規定が変更されました。本件により、デジタル化の推進を通じて顧客の

利便性向上を図るとともに、ペーパーレス化による地球環境の保全など、サステナビリティへの貢献に繋が

るものと捉えております。今後も顧客本位の業務運営を確保しつつ、電磁的方法での情報提供を進めてまい

ります。 
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